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（単位：千円）

資     産     の     部 負     債     の     部

流  動  資  産 10,480,265      流  動  負  債 2,794,543         

現 金 及 び 預 金 8,193         1,136,165      

受 取 手 形 11,453        283,865        

完 成 工 事 未 収 入 金 2,778,002     -              

売 掛 金 541,542       313,019        

リ ー ス 投 資 資 産 4,042,758     3,551          

リ ー ス 債 権 341,732       411,176        

未 収 入 金 6,293         170,994        

未 成 工 事 支 出 金 662,479       81,475         

材 料 貯 蔵 品 11,099        385,399        

短 期 貸 付 金 1,996,632     -              

そ の 他 流 動 資 産 80,076        8,800          

94             

固  定  資  産 972,302          固　定  負  債 4,245,822         

有形固定資産 67,301            3,716,735      

建 物 49,032        601            

機 械 装 置 643           528,485        

工 具 器 具 備 品 17,625        負   債   合   計 7,040,365         

純   資 　産   の   部

無形固定資産 26,136            株　主　資　本 4,357,529         

電 話 加 入 権 360           　資    本    金 100,000            

ソ フ ト ウ ェ ア 24,963        　利　益　剰　余　金 4,257,529         

特 許 権 813           25,000         

投資その他の資産 878,864          4,232,529      

投 資 有 価 証 券 430,628       特 別 積 立 金 1,941,000      

関 係 会 社 株 式 153,000       繰越利益剰 余金 2,291,529      

従 業 員 貸 付 金 1,882         ( 当 期 純 利 益 )

繰 延 税 金 資 産 288,711       評価・換算差額等 54,672             

そ の 他 投 資 4,643         　その他有価証券評価差額金 54,672             

純 資 産 合 計 4,412,201         

資   産   合   計 11,452,567      負 債・純 資 産 合 計 11,452,567        

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

リ ー ス 債 務

そ の 他 流 動 負 債

(664,420） 

そ の 他 利 益 剰 余 金

貸   借   対   照   表
［2022年3月31日現在］

工 事 未 払 金

買 掛 金

利 益 準 備 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

割 賦 債 務

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

割 賦 債 務

未 成 工 事 受 入 金

完成工事補償引当金
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券

　　のうち、時価のあるものについては決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

　　は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)、時価のないも

    のについては移動平均法による原価法によっている。

　②　たな卸資産の評価は、主として個別法による原価法(貸借対照表価額については収益

　　性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

　②　無形固定資産の減価償却は、定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアに

　　ついては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用している。

（３）引当金の計上基準

      貸倒引当金・・・・・・・期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるた

　　　　　　　　　　　　　　　め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

　　　　　　　　　　　　　　　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

　　　　　　　　　　　　　　　不能見込額を計上している。

　　　退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

　　　　　　　　　　　　　　　債務に基づき計上している。

　　　工事損失引当金・・・・・期末の未引渡工事のうち、大幅な損失が発生すると見込ま

　　　　　　　　　　　　　　　れる工事について当該損失を合理的に見積り計上している。

      完成工事補償引当金・・・完成工事に係る補償費用に備えるため、当期の完成工事に

　　　　　　　　　　　　　　　対する補償発生見込み額を計上している。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 58,277 千円

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　①  短期金銭債権 3,457,708 千円

　②  長期金銭債権 146,787 千円

　③  短期金銭債務 244,142 千円

個　別　注　記　表

2022年３月31日まで

2021年４月１日から

    構築物については、定額法を採用している。

　①　有形固定資産の減価償却は、定率法によっている。ただし、1998年4月1日以降に取得

    した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び
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３．税効果会計に関する注記

    繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　　　繰延税金資産

　　　  退職給付引当金、完成工事補償引当金、工事損失引当金

　　　繰延税金負債

　 　　 その他有価証券評価差額金

４．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　リース物件の主なものは、エネルギーサービス事業設備、業務用車両、事務用機器等であります。

５．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額

（２）１株当たり当期純利益

６．その他の注記

　  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
以　上

276,841円77銭

1,838,417円37銭
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